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１ 計画の見直しにあたって 

① 子ども・子育て支援事業計画について 

  平成 27年度の「子ども・子育て支援新制度」の施行に伴い、本市では、『安心して子どもを産

み、健やかに育めるまちづくり』を基本理念として、平成 27 年 3 月に「甲州市子ども・子育て支援

事業計画〔第 1期〕」、令和 2年 3月に「甲州市子ども・子育て支援事業計画〔第 2期〕」を策定し、

保育・教育事業に対する市民のニーズに応えていくための体制づくりを進めてきました。 

 

② 子ども・子育て支援事業計画の見直しについて 

  計画の中間見直しにあたり国の示す基本指針※では、計画に記載した量の見込みが実績と大きく

乖離している場合には、計画期間の中間年を目安に、必要に応じて実態を踏まえた計画の見直しを

行うこととされています。 

そこで、大きなかい離はないところではありますが、甲州市では第 2期計画期間 5年間の中間年

であることから、計画のより一層の推進を図るため、国の基本指針に基づき、各事業について、利

用実績やニーズを踏まえた所要の修正を行い、現状に即した適切な子ども・子育て支援体制の確保

を図るため、計画の中間見直しをすることとしました。 

 

③ 子ども・子育て支援事業計画の期間について 

この計画は、令和 2年度から令和 6 年度までの 5 年間を計画期間として取り組みを進めています。

甲州市では、計画のより一層の推進を図るため、国の基本指針に基づき、計画の中間年として令和 4

年度に見直しを行います。 
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※「教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の整備並びに子ども・子育て支援給付

及び地域子ども・子育て支援事業の円滑な実施を確保するための基本的な指針」（抜粋） 

 

 法の施行後、支給認定を受けた保護者の認定区分ごとの人数が（中略）認定区分に係る量の見込

みと大きく乖離している場合には、適切な基盤整備を行うため、計画の見直しが必要となる。この

ため、市町村は、支給認定の状況を踏まえ、計画期間の中間年を目安として、必要な場合には、市

町村子ども・子育て支援事業計画の見直しを行うこと。 
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２ 計画の見直し内容 

① 計画の位置付けの見直し              （当初計画：３項） 

県内の自治体では初となる「重層的支援体制整備事業」を令和 4 年度より実施し

たため、甲州市重層的支援体制整備事業計画により、包括的な相談支援システムの

構築に努めます。 
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② 人口・世帯数の推移 

 

（１）年齢３区分人口、年少人口割合の推移     （当初計画：４項） 

本市の人口は減少傾向で推移しており、令和 2 年の人口は 29,237 人となってい

ます。また、0 歳～14 歳の年少人口についても減少傾向で推移しています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（国勢調査）※平成１７年以前は旧塩山市、旧勝沼町、旧大和村の合計  

 

（２）世帯数の推移                     （当初計画：４項） 

本市の世帯数の推移をみると、微減傾向となっています。また、１世帯当たり

人口も減少しており、核家族化や単身世帯化といった影響がうかがわれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                     （国勢調査） 
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（３）合計特殊出生率と自然動態             （当初計画：５項） 

本市の出生数をみると、減少傾向で推移しています。また、合計特殊出生率は

平成 29 年時点で 1.38 となっており、山梨県とは 0.11 の差があり、全国とも 0.05

の差があります。 

 

  平成 10年～14年 平成 15年～19年 平成 20年～24年 平成 25年～29年 

全国 1.36 1.31 1.38 1.43 

山梨県 1.49 1.41 1.45 1.49 

甲州市 1.54 1.45 1.35 1.38 

（人口動態調査）               

また、自然動態をみると、いずれの年も出生数より死亡数が多く、マイナスで

の推移となっています。 
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（４）世帯類型の推移                    （当初計画：５項） 

令和 2 年の国勢調査によると、本市の一般世帯のうち 6 歳未満児のいる世帯は

6.3％で、県全体よりもやや低い水準となっており、平成 27 年と比較すると 1.3

ポイントの減少となっています。 

また、ひとり親世帯の割合をみると、男親世帯についてはほぼ横ばいで推移し

ていますが、女親世帯については増加傾向にあります。 

  一般世帯数 
6 歳未満児が

いる世帯数 

18 歳未満児

がいる世帯数 
3世代世帯数 

男親と子から

なる世帯 

女親と子から

なる世帯 

山梨県

（H22） 

327,075 31,343 82,576 32,969 4,540 25,245 

（％） 9.6% 25.2% 10.1% 1.4% 7.7% 

甲州市

（H22） 

11,575 1,043 3,072 1,718 179 997 

（％） 9.0% 26.5% 14.8% 1.5% 8.6% 

山梨県

（H27） 

330,375 27,934 74,155 26,136 4,807 26,146 

（％） 8.5% 22.4% 7.9% 1.5% 7.9% 

甲州市

（H27） 

11,367 863 2,643 1,337 175 999 

（％） 7.6% 23.3% 11.8% 1.5% 8.8% 

山梨県

（R2） 

338,057 25,025 66,219 20,205 4,904 26,904 

（％） 7.4% 19.6% 6.0% 1.5% 8.0% 

甲州市

（R2） 

11,135 707 2,220 984 198 1,047 

（％） 6.3% 19.9% 8.8% 1.8% 9.4% 

（国勢調査）   

 

 

（５）女性就業率                      （当初計画：６項） 

  令和 2 年の国勢調査によると、本市の女性の就業率は平成 27 年からほぼ横ばい

で推移していますが、県や国と比較すると高い水準となっています。 

  全国 山梨県 甲州市 

平成 22 年 44.7% 46.6% 51.1% 

平成 27 年 45.4% 48.3% 52.0% 

令和 2年 46.5% 50.0% 52.4% 

 

  また、本市の年齢別の女性就業率をみると、多くの年代において就業率が高い

ことから全体的にはゆるやかなＭ字カーブとなっていますが、平成 27 年と比較

すると 15 から 29 歳までの就業率が低下していますが、50 代後半からの就業率は

逆に高くなっています。 

 ※グラフは次ページ 
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                                        （国勢調査） 
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③ 子どもを取り巻く環境 

（１）未就学児童を取り巻く環境              （当初計画：７項） 

  本市の未就学児童（0 歳～5 歳）人口の推移をみると、平成 27 年から令和 4 年

にかけて 1,245 人から 946 人へと 299 人減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   令和 2 年度末で勝沼保育園が閉園し、令和 4 年度からみいづ保育園が認定こ

ども園となったため、市内には私立保育園が無くなり、公立保育所が 4 か所、認

定こども園が 8 か所、合計 12 か所開設されています。 

   ■公立保育所 

名称 所在地 電話 認可定員 

甲州市立松里保育所 塩山小屋敷 1403 番地  33-4130 70 人 

甲州市立奥野田保育所 塩山熊野 597 番地  33-4132 80 人 

甲州市立東雲保育所 勝沼町小佐手 410 番地  44-0394 90 人 

甲州市立大和保育所 大和町初鹿野 1685 番地 6 48-2158 45 人 

   ※大藤保育所、神金保育所は休園中   

 

   ※認定こども園の一覧は次ページ 
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   ■私立認定こども園 

名称 所在地 電話 認可定員 

塩山カトリック幼稚園（幼稚園型） 塩山上於曽 1351 番地 33-2748 
1 号：32人 

2・3号：68人 

たんぽぽこども園（幼保連携型） 塩山上於曽 445 番地 1 33-2487 
1 号：20人 

2・3号：130
人 

塩山愛育園（保育所型） 塩山上於曽 1217 番地 33-2072 
1 号：15人 

2・3号：120
人 

千野保育園（保育所型） 塩山千野 3653 番地 33-2624 
1 号：15人 

2・3号：85人 

泉保育園（幼保連携型） 塩山上塩後 10 番地 3  33-3016 
1 号：12人 

2・3号：68人 

赤尾保育園（幼保連携型） 塩山赤尾 713 番地 1 33-2068 
1 号：15人 

2・3号：115
人 

みいづ保育園（保育所型） 塩山上井尻 692 番地 1 33-6842 
1 号：12人 

2・3号：38人 

岩崎保育園（幼保連携型） 勝沼町下岩崎 1731 番地 3 44-1524 
1 号：17人 

2・3号：113
人 

 

■保育所などで実施している特別保育事業（令和 4年 4 月現在） 

  一時預かり 延長保育 病後児保育 
体調不良児

保育 障害児保育 

公立保育所

施設 

松里保育所 ● ●   ● 

奥野田保育所 ● ●   ● 

東雲保育所 ● ●   ● 

大和保育所 ● ●   ● 

私立認定 

こども園 

塩山カトリック幼稚園 ● ●    

たんぽぽこども園 ● ●  ● ● 

塩山愛育園 ● ●   ● 

千野保育園  ● ● ● ● 

泉保育園 ● ●   ● 

赤尾保育園 ● ●   ● 

みいづ保育園 ● ●   ● 

岩崎保育園 ● ●   ● 
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■保育所などの利用状況（令和 4年４月現在） 

  ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合計 

公立保育所

施設 

松里保育所 1 2 2 4 9 4 22 

奥野田保育所 0 3 3 7 8 5 26 

東雲保育所 2 2 2 13 9 14 42 

大和保育所 0 1 4 4 7 6 22 

私立認定 

こども園 

塩山カトリック幼稚園 0 1 6 5 15 8 35 

たんぽぽこども園 7 20 21 24 24 25 121 

塩山愛育園 3 11 30 19 25 18 106 

千野保育園 3 8 17 18 14 19 79 

泉保育園 4 9 10 12 11 14 60 

赤尾保育園 4 21 19 28 27 23 122 

みいづ保育園 0 7 5 12 12 10 46 

岩崎保育園 6 12 17 22 24 24 105 

市外の教育・保育施設を利用 5 6 4 11 18 16 60 

合計 35 103 140 179 203 186 846 

 

（２）小学生を取り巻く環境                （当初計画：９項） 

   本市の小学生（6 歳～11 歳）人口の推移をみると、平成 27 年から令和 4 年に

かけて 1,659 人から 1,289 人へと 370 人減少しています。 
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■市内の児童館・児童クラブ 

名称 所在地 電話 

塩山南児童クラブ 甲州市塩山下於曽１０２１番地３（塩山南児童センター内） 33-7900 

塩山西児童クラブ 甲州市塩山上於曽９８４番地１（塩山西児童センター内） 33-2625 

塩山北児童クラブ 甲州市塩山千野３４０９番地４（塩山北児童センター内） 33-7800 

松里児童クラブ 甲州市塩山小屋敷１３５３番地（松里公民館内） 33-7100 

奥野田児童クラブ 甲州市塩山熊野９６４番地１（奥野田公民館内） 33-7901 

大藤児童クラブ 甲州市塩山中萩原６５８番地６（大藤公民館内） 33-7902 

井尻児童クラブ 甲州市塩山上井尻１６７５番地（井尻公民館内） 33-7903 

玉宮児童クラブ 甲州市塩山竹森３３８１番地（玉宮公民館内） 33-7907 

神金児童クラブ 甲州市塩山上萩原９番地（神金公民館内） 33-7930 

勝沼児童クラブ 甲州市勝沼町勝沼１２８１番地２（勝沼中央公民館内） 44-2159 

祝児童クラブ 甲州市勝沼町下岩崎１００２番地１（祝ふれあい親子館内） 44-5514 

東雲児童クラブ 甲州市勝沼町休息１５６５番地１（東雲ふれあい親子館内） 44-3723 

菱山児童クラブ 甲州市勝沼町菱山１２０４番地（旧菱山保育所） 44-0628 

大和児童クラブ 甲州市大和町初鹿野１６９３番地１ 48-2014 
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④ これまでの取り組み状況 

（１）国の取り組み                    （当初計画：１５項） 

時期 名称 内容・期間等 

平成 6 年 12 月 
「今後の子育て支援のた
めの施策の基本的方向に
ついて」（エンゼルプラン） 

今後 10 年間に取り組むべき基本的方
向と重点施策 

平成 11 年 12
月 

「少子化対策推進基本方
針」及び「重点的に推進す
べき少子化対策の具体的
実施計画について」（新エ
ンゼルプラン） 

平成 12年度～平成 16年度 
保育関係だけでなく、雇用、母子保健、
相談、教育等の事業も加えた幅広い内
容 

平成 15 年 7 月 
「次世代育成支援対策推
進法」 

地方公共団体及び企業における 10 年
間の集中的・計画的な取り組みを促進
する 

平成15 年7月 「少子化社会対策基本法」 
少子化社会において講じられる施策
の基本理念等 

平成 16 年 6 月 「少子化社会対策大綱」 

国をあげて取り組むべき極めて重要
なものと位置づけ、「3つの視点」と「4
つの重点課題」、「28の具体的行動」を
提示 

平成 18 年 6 月 
「新しい少子化対策につ
いて」 

家族・地域のきずなの再生や社会全体
の意識改革と、子どもの成長に応じた
子育て支援策 

平成 19 年 12
月 

「子どもと家族を応援す
る日本」重点戦略 

「ワーク・ライフ・バランスの実現」
と「包括的な次世代育成支援の枠組み
の構築」 

平成 22 年 1 月 
新しい「少子化社会対策大
綱」 

子ども・子育ての新しい制度の検討を
開始 

平成 24 年 8 月 
「子ども・子育て支援法」
などの子ども・子育て関連
3法 

保育所や幼稚園等の制度改正を中心
とした新制度 

平成 27 年 4 月 子ども・子育て支援新制度 
子育て支援サービスの需給の見込量
や提供方策等をきめ細かく計画し、行
政・企業・地域が協働して取り組む 

平成 28 年度 仕事・子育て両立支援事業 

従業員が働きながら子育てしやすい
環境を整えて離職の防止、就労の継
続、女性の活動等を推進する企業の支
援 

令和元年 10 月 子ども・子育て支援法 

生涯にわたる人格形成や義務教育の
基礎を培う幼児教育の重要性、負担軽
減を図る少子化対策を目的とした、幼
児教育・保育の無償化 
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（２）県の取り組み                   （当初計画：１６項） 

時期 名称 内容・期間等 

平成 9 年 3 月 
児童育成計画「やまなしエン

ゼルプラン」 
国のエンゼルプランに対応 

平成 17 年 2 月 
「やまなし子育て支援プラ

ン」（前期計画） 
次世代育成支援対策推進法による 

平成 22 年 3 月 
「やまなし子育て支援プラ

ン」（後期計画） 
次世代育成支援対策推進法による 

平成 27 年 3 月 
やまなし子ども・子育て支援

プラン（第 1期計画） 

子ども・子育て支援法、次世代育成支援対

策推進法による 

平成 29 年 10 月 
「やまなし子ども・子育て支

援条例」の公布・施行 

子ども・子育て支援に関する基本的な理

念等を定めた条例 

平成 29 年度 
やまなし子ども・子育て支援

プラン中間見直し 

「やまなし子ども・子育て支援条例」の内

容を反映 

令和 2 年 3 月 
やまなし子ども・子育て支援

プラン（第 2期計画） 

第 1 期計画策定後に生じた社会状況との

変化や新たな取り組みなどを反映 

 

 

（３）市の取り組み                 （当初計画：１６項） 

時期 取り組み内容 備考 

平成16～17年度 
各市町村において次世代育成

支援地域行動計画を策定 

旧塩山市、旧勝沼町、旧大和村でそれぞれ

実施 

平成 18 年度 
「甲州市次世代育成支援地域

行動計画」（前期行動計画） 
次世代育成支援対策推進法による 

平成 22 年 3 月 
「甲州市次世代育成支援地域

行動計画」（後期行動計画） 
次世代育成支援対策推進法による 

平成 25 年 12 月 子ども・子育て会議発足 子ども・子育て支援事業計画策定のため 

平成 26 年 1 月 住民アンケートの実施 子ども・子育て支援事業計画策定のため 

平成 27 年 3 月 
甲州市子ども・子育て支援事

業計画（第１期計画） 

安心して子どもを産み、健やかに育めるま

ちづくりを基本理念として策定 

令和 29 年 3 月 

甲州市子ども・子育て支援事

業計画中間見直し（第１期計

画） 

第 1期計画中間年として、数値等の見直し 

令和 2 年 3 月 
甲州市子ども・子育て支援事

業計画（第 2期計画） 

第 1 期計画策定後に生じた社会状況との変

化や新たな取り組みなどを反映 

令和 5 年 3 月 

甲州市子ども・子育て支援事

業計画中間見直し（第 2 期計

画） 

第 2期計画中間年として、数値等の見直し 
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⑤ 関係機関との役割分担           （当初計画：１８項） 

  令和 4 年度より実施している重層的支援体制整備事業を円滑に進めるため、「子

育て世代包括支援センター」「子ども家庭総合支援拠点事業」「児童相談所」など

の児童対策事業・機関との役割分担、連携が円滑に行われるよう、計画に沿った

一層の体制構築に努めます。 

 

 ■関係計画が対象としている主な範囲 

 

妊娠出産期 乳児期 

（概ね1歳未

満） 

幼児期 

（概ね3歳未

満） 

幼児期 

（概ね3歳以

上） 

学齢期 

職場   

 

  

家庭   

 

  

地域    

 

 

保育施設      

教育施設    
 

 

※主な範囲であり、それぞれ計画としては全体を対象としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３次甲州市男女共同参画推進計画 

甲州市母子保健計画 

第２期甲州市子ども・子育て支援事業計画 

第２次甲州市教育振興基本計画 

甲州市重層的支援体制整備事業実施計画 
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⑥ 子どもの数と家庭類型の推計           （当初計画：２１項） 

 計画期間中における子どもの数について、コーホート変化率法（※）にて平成

26～令和 4 年度の人口を基準として、令和 5 年度及び令和 6 年度の 0 歳～11 歳の

子どもの数を推計しました。 

年齢 

実 績 推 計 

平成 

27 年 

平成 

28 年 

平成 

29 年 

平成 

30 年 

平成 

31 年 

令和 

２年 

令和 

３年 

令和 

４年 

令和 

５年 

令和 

６年 

0 192 182 151 172 140 135 125 147 136 132 

1 205 209 194 162 182 144 143 132 152 145 

2 201 211 218 199 159 181 153 143 162 155 

3 214 208 206 228 206 164 183 162 170 166 

4 207 219 205 209 218 206 168 186 155 169 

5 226 206 228 205 207 222 204 176 189 157 

6 256 229 209 230 207 213 230 211 164 191 

7 264 259 239 208 234 209 215 233 213 167 

8 250 264 258 234 207 234 214 217 223 211 

9 285 246 264 256 234 206 236 214 211 222 

10 289 284 246 262 254 234 207 236 206 210 

11 315 291 280 247 263 256 232 205 230 206 

合計 2,904 2,808 2,698 2,612 2,511 2,404 2,310 2,262 2,211 2,131 

（住民基本台帳人口 各年４月１日）  

※コーホート変化率法：過去における実績人口の動勢から「変化率」を求め、それに基づき将来人口を推計する方

法。「コーホート」とは、同じ年（または同じ時期）に生まれた人々の集団のことをさします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  推計結果によると、甲州市の 0 歳～11 歳の子ども人口の見通しとして、令和

2 年度には 2,419 人（就学前児童 1,074 人、小学生 1,345 人）だったものが、

令和 6 年度には 2,131 人（就学前児童 924 人、小学生 1,207 人）と、減少する

ことが見込まれます。 

135 125 147 136 132 

325 296 275 314 300 

592 555 524 514 492 

656 
659 661 600 569 

696 
675 655 647 

638 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年

0歳 1～2歳 3～5歳 低学年 高学年

2,404 
2,310 2,262 2,211 

2,131 

（人） 

（令和 2～4 年は実績） 
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⑦ 教育・保育の量の見込         （当初計画：２３項） 

（１）見込み量 

■幼稚園利用（１号） 単位：人 ※令和 2・3 年については実績 

  令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

1号認定（幼稚園・こども園）見込み 79 78 13 14 13 

2 号認定（幼稚園・こども園）+預かり保育見込み 19 20 18 18 17 

【幼稚園利用】見込み合計 98 98 31 32 30 

【幼稚園利用】確保合計-市内（利用定員） 96 102 97 97 97 

 

※1 号認定児童が増加した背景には、保護者アンケートを取り、見込み量を策定し

た平成 30 年度の施設の内訳が、保育所（園）10 園、認定こども園 3 園だったのに

対し、令和 3 年度には保育所（園）5 園、認定こども園 7 園と変更がありました。

また、保護者のニーズ変化も加わり、利用者が増加したと考えられます。 

なお、今後についても、当初の見込より増加することが予想されます。 

 

 ■保育所利用（２，３号） 単位：人 ※令和 2・3 年については実績 

 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

2号認定（保育所・こども園）見込み 519 478 457 463 492 

確保-市内（利用定員） 657 594 656 656 656 

3 号認定（0歳/保育所・こども園）見込み 62 65 34 33 32 

確保-市内（利用定員） 62 54 62 62 62 

3 号認定（1-2歳/保育所・こども園）見込み 292 264 292 284 272 

確保-市内（利用定員） 320 306 320 320 320 

【保育所利用】見込み合計 873 816 783 780 796 

【保育所利用】確保合計-市内（利用定員） 1039 954 1,038 1,038 1,038 

 

 

（２） 提供体制と確保の内容 

③質の確保 

幼児教育・保育の無償化の影響により、私立認定こども園への入園者が増加

傾向にあります。供給のあり方を検討するとともに、公立保育所における特別

保育事業の充実や各種子育て相談窓口をはじめ、「配慮の必要な子ども」や「支

援の必要な家庭」への支援が、公立保育所の重要な役割となることから、今後、

公立保育所の在り方を研究協議して参ります。 
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⑧ 地域子ども・子育て支援事業 

（１）時間外保育事業（延長保育）           （当初計画：２４項） 

■実施状況と見込み 

 
平成 30年度 

実績 

令和 2 年度 

実績 

令和 3 年度 

実績 
令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（人/年） 332 233 205 261 258 247 

確保の方策（人/年） 332 233 205 261 258 247 

 

 

（２）放課後児童健全育成事業（児童クラブ）     （当初計画：２５項） 

■実施状況と見込み 
 

平成 30年度 

実績 

令和２年度 

実績 

令和 3 年度 

実績 
令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（人/年） 509 491 474 513 484 463 

 小学 1年 

392 
128 147 147 136 129 

 小学 2年 125 121 151 140 133 

 

小学 3年 119 95 115 107 102 
小学4年 

117 
66 68 65 65 64 

小学5年 38 29 21 21 21 
小学6年 15 14 14 14 14 

実 施 施 設 数 14 か所 14 か所 14 か所 14 か所 14 か所 14 か所 

定 員 数 535 人 535 人 535 人 535 人 535 人 535 人 

 

 

（３）子育て短期支援事業               （当初計画：２６項） 

■実施状況と見込み 

 
平成 30年度 

実績 

令和２年度 

実績 

令和３年度 

実績 
令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（家族/年） 0 0 0 0 3 3 

確保の方策（施設/年） 0 0 0 2 2 2 
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（４）地域子育て支援拠点事業              （当初計画：２６項） 

■実施状況と見込み 

 
平成 30年度 

実績 

令和 2年度 

実績 

令和 3 年度 

実績 

令和４年

度 
令和５年度 令和６年度 

量の見込み（人/年） 18,368 10,739 12,855 15,079 14,530 13,949 

確保の方策（人/年） 22,100 22,100 22,100 22,100 22,100 22,100 

 

 

（５）一時預かり事業                    （当初計画：２７項） 

■実施状況と見込み 

 
平成 30年度 

実績 

令和 2年度 

実績 

令和 3 年度 

実績 
令和４年度 令和５年度 令和６年度 

預かり保育・定期的利用 

量の見込み（人/年） 
4,348 3,462 4,342 3,833 3,690 3,544 

確保の方策（人/年） 4,348 3,462 4,342 3,833 3,690 3,544 

その他利用 

量の見込み（人/年） 
1,833 1,379 1,632 1,696 1,678 1,609 

確保の方策（人/年） 1,833 1,379 1,632 1,696 1,678 1,609 

 

■提供体制の確保内容 

現在、市内保育所 4 か所、認定こども園 7 か所、ＮＰＯ法人 1 か所、またファ

ミリー・サポート・センターで一時預かり事業を実施しています。施設や確保体

制を考えると、予想されるニーズに対応可能と考えられます。 

 

 

（６）病児・病後児保育事業                （当初計画：２７項） 

■実施状況と見込み 

 
平成 30年度 

実績 

令和 2年度 

実績 

令和 3 年度 

実績 
令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（人/年） 344 151 279 640 634 607 

確保の方策（人/年） 344 151 279 640 634 607 
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（７）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

（当初計画：２８項） 

■実施状況と見込み 

 
平成 30年度 

実績 

令和 2年度 

実績 

令和 3 年度 

実績 
令和４年度 令和５年度 令和６年度 

低学年-量の見込み（人/年） 423 320 187 422 392 371 

高学年-量の見込み（人/年） 313 317 322 276 278 274 

確保の方策（人/年） 736 637 509 698 670 645 

 

■提供体制の確保内容 

ニーズ調査結果から算出されたニーズ量と利用実績を参照し事業量として見込

みました。 

現在、依頼会員は 224 人、援助会員はと 52 人となっています。確保体制を考え

ると、予想されるニーズに対応可能と考えられます。 

 

 

【その他の事業】 

（８）利用者支援事業                   （当初計画：２８項） 

■実施状況と見込み 

 
平成 30年度 

実績 

令和 2年度 

実績 

令和 3年度 

実績 
令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（か所） １ １ １ １ １ １ 

確保の方策（か所） １ 1 1 1 1 1 

 

 

（９） 妊婦健診事業                       （当初計画：２９項） 

■実施状況と見込み 

 
平成 30年度 

実績 

令和 2年度 

実績 

令和 3年度 

実績 
令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（件） 1,771 1,633 1,744 1,750 1,750 1,750 

確保の方策（件） 1,771 1,750 1,750 1,750 1,750 1,750 
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（10）乳児家庭全戸訪問事業                （当初計画：２９項） 

■実施状況と見込み 

 
平成 30年度 

実績 

令和 2年度 

実績 

令和 3 年度 

実績 
令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（家庭） 140 119 133 142 136 132 

確保の方策（家庭） 140 152 148 142 136 132 

 

 

（11）養育支援訪問事業                 （当初計画：３０項） 

■実施状況と見込み 

 
平成 30年度 

実績 

令和 2年度 

実績 

令和 3年度 

実績 
令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（人） 0 0 0 1 1 1 

確保の方策（人） 0 0 0 1 1 1 

 

■提供体制の確保内容 

令和 3 年度の利用実績は 0 人でしたが、過去における訪問の実績や状況を踏ま

え、計画期間において、必要があった際は適切に対応できるよう見込みました。  
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⑨ 子育てしやすい環境の整備 

令和４年度の機構改革により課名の変更があったため、それぞれの取り組みに記

載のある所管の課名の変更がありました。 

また、（２）特別な支援を必要としている子どもへの支援については、概要欄への

追記があり、（３）経済的な支援については、出産祝金及び子ども医療費助成事業の

内容に変更がありましたので、記載内容を変更しました。 

 

（１）地域における居場所づくり             （当初計画：３１項） 

●取り組み 

施策・事業名 内容 対象 所管 

子育てサークル等への

支援事業 
子育てサークルの活動支援 

□妊産婦 ■乳児 

□幼児  □小学生 

□中学生 □保護者等 

福祉総合支援課 

子育て・福祉推進課 

健康増進課 

児童センター事業 
児童センターにおける、子どもの

遊び場等の提供 

□妊産婦 ■乳児 

■幼児  □小学生 

□中学生 □保護者等 

子育て・福祉推進

課 

 

 

（２）特別な支援を必要としている子どもへの支援 （当初計画：３２項） 

●概要 

令和２年度「甲州市子ども家庭総合支援拠点事業」を取り入れ、「甲州市障害者

生活支援センター」を「甲州市子ども・家庭・障害者支援センター」に改め、子

どもとその家庭の包括的・継続的な支援体制を整備しました。 

令和４年度、機構改革及び重層的支援体制整備事業に合わせ、相談支援体制の

構築を図るため福祉総合支援課を創設しました。 

 

●取り組み 

施策・事業名 内容 対象 所管 

児童虐待防止ネット

ワークによる連携 

要保護児童地域対策協議会等開催

により、検討及び情報の共有化を図る 

■妊産婦 ■乳児 

■幼児  ■小学生 

■中学生 ■保護者等 

福祉総合支援

課 

子ども家庭総合支援

拠点事業 

子どもとその家庭を対象として福祉に

関し必要な支援に係る業務を行う 

■妊産婦 ■乳児 

■幼児  ■小学生 

■中学生 ■保護者等 

福祉総合支援

課 
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施策・事業名 内容 対象 所管 

発達障害早期総合

支援事業 

臨床心理士等が相談・支援等をする

中で、発達障害等の早期発見・早期

支援を行う 

□妊産婦 ■乳児 

■幼児  ■小学生 

■中学生 □保護者等 

教育総務課 

健康増進課 

ひとり親家庭等への

自立支援 

自立支援教育訓練給付金事業・高等

技能訓練促進費給付金事業 

□妊産婦 □乳児 

□幼児  □小学生 

□中学生 ■保護者等 

福祉総合支援課 

子育て・福祉推

進課 

ひとり親家庭等への

相談体制の充実 
母子相談員・窓口で対応 

□妊産婦 □乳児 

□幼児  □小学生 

□中学生 ■保護者等 

福祉総合支援課 

子育て・福祉推

進課 

ひとり親家庭等への

情報提供 
研修・行事への勧誘、チラシ配布 

□妊産婦 □乳児 

□幼児  □小学生 

□中学生 ■保護者等 

福祉総合支援課 

子育て・福祉推

進課 

ひとり親医療費助成

制度 

非課税のひとり親家庭の親と１８歳以

下の子どもが対象 

□妊産婦 ■乳児 

■幼児  ■小学生 

■中学生 ■保護者等 

子育て・福祉

推進課 

障害児保育事業 
保育所における障害児の受け入れを

推進し、障害児の福祉の向上を図る 

□妊産婦 ■乳児 

■幼児  □小学生 

□中学生 □保護者等 

子育て・福祉

推進課 

障害児通所支援事

業 

児童発達支援、放課後等デイサービ

ス、障害児相談支援などを実施 

□妊産婦 □乳児 

■幼児  ■小学生 

■中学生 ■保護者等 

福祉総合支援課 

子育て・福祉推

進課 

地域生活支援事業 
日中一時支援、移動支援、訪問入浴

サービス 

□妊産婦 □乳児 

■幼児  ■小学生 

■中学生 ■保護者等 

福祉総合支援課 

子育て・福祉推

進課 

医療的ケア児への

支援 

医療的ケアが日常的に必要な子ども

への支援について協議の場を設け、支

援を調整するコーディネーターの配置

を検討する 

□妊産婦 □乳児 

■幼児  ■小学生 

■中学生 ■保護者等 

福祉総合支援課 

子育て・福祉推

進課 
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（３）経済的な支援                     （当初計画：３３項） 

●概要 

  令和４年度から出産祝金は第１子以降１０万円が支給（要件有り）されること

となり、子ども医療費助成事業についても対象年齢が中学３年生までから高校３

年生までに引き上げとなりました。 

●取り組み 

施策・事業名 内容 対象 所管 

赤ちゃんすくすく支

援事業 

ベビーベッド、ベビーシート及

びベビーバスの無料貸出 

（満１歳未満児まで） 

□妊産婦 ■乳児 

□幼児  □小学生 

□中学生 □保護者等 

子育て・福祉推

進課 

出産祝金 

第１子から支給（要件有り） 

※令和3年度までは、第2子

以降支給 

■妊産婦 ■乳児 

□幼児  □小学生 

□中学生 □保護者等 

子育て・福祉推

進課 

児童手当 中学校３年生まで対象 

□妊産婦 ■乳児 

■幼児  ■小学生 

■中学生 □保護者等 

子育て・福祉推

進課 

子ども医療費助成

事業 

０歳から高校 3年生まで対象 

※令和 3 年度までは、中学 3

年生まで対象 

□妊産婦 ■乳児 

■幼児  ■小学生 

■中学生 □保護者等 

子育て・福祉推

進課 

出産・子育て応援

事業（給付金） 

「伴走型相談支援」と一体的

に実施 

令和 4 年 4 月 1 日以降に妊

娠または出生した子どもが対

象 

■妊産婦 ■乳児 

□幼児  □小学生 

□中学生 □保護者等 

健康増進課 

 

（４）子育てにやさしいまちづくり            （当初計画：３４項） 

●取り組み 

施策・事業名 内容 対象 所管 

公園の整備事業 
児童公園・都市公園等の遊具

の点検確認 

□妊産婦 ■乳児 

■幼児  ■小学生 

□中学生 □保護者等 

子育て・福祉推

進課 

建設課 

地方道整備事業 歩道設置事業 

□妊産婦 □乳児 

□幼児  ■小学生 

■中学生 □保護者等 

建設課 
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施策・事業名 内容 対象 所管 

妊婦にやさしい歩道

づくり 

新規改良道路のバリアフリー

化 

■妊産婦 ■乳児 

■幼児  ■小学生 

■中学生 ■保護者等 

建設課 

幼児・子どもの交通

安全教室 

保育所（園）、幼稚園での交通

安全教室 

□妊産婦 □乳児 

■幼児  □小学生 

□中学生 □保護者等 

市民課 

小学生の交通安全

教室 
小学校での交通安全教室 

□妊産婦 □乳児 

□幼児  ■小学生 

□中学生 ■保護者等 

市民課 

安全な通学路の確

保 

青色防犯パトロールカーによる

通学路の見回り 

□妊産婦 □乳児 

□幼児  ■小学生 

■中学生 □保護者等 

教育総務課 

児童・生徒を対象と

した防犯、防災訓

練等の充実 

不審者対策訓練・研修、下校

時防犯指導等 

□妊産婦 □乳児 

□幼児  ■小学生 

■中学生 □保護者等 

教育総務課 

学校職員の防犯に

関する研修会 
小中学校を対象に実施  

□妊産婦 □乳児 

□幼児  ■小学生 

■中学生 □保護者等 

教育総務課 

児童を対象とした防

犯機器支給 

小学校の入学時に防犯ブザ

ーを支給 

□妊産婦 □乳児 

□幼児  ■小学生 

□中学生 □保護者等 

教育総務課 

「子ども 110 番の

家」等設置事業 

「子ども１１０番の家」等緊急避

難場所の設置 

□妊産婦 □乳児 

□幼児  ■小学生 

■中学生 □保護者等 

教育総務課 

警察、学校及び関

係機関との安心ネ

ットワークの構築 

警察からの不審者情報の配信 

□妊産婦 □乳児 

□幼児  ■小学生 

■中学生 □保護者等 

教育総務課 

いきいき教育のため

の地域人材の活用 

学校支援地域ボランティア事

業で通学時見守り隊を実施 

□妊産婦 □乳児 

□幼児  ■小学生 

■中学生 □保護者等 

教育総務課 

 

 

 



24 

 

（５）次の世代の育成                    （当初計画：３５項） 

●取り組み 

施策・事業名 内容 対象 所管 

赤ちゃんとのふれあ

い体験（思春期教

育） 

講和（命のはじまり、胎児の発

育、出産、育児等）と赤ちゃん

とのふれあい体験 

□妊産婦 □乳児 

□幼児  □小学生 

■中学生 □保護者等 

健康増進課 

さわやか講演会 
青少年育成に係わる大人に

向けた講演会 

□妊産婦 □乳児 

□幼児  □小学生 

□中学生 ■保護者等 

生涯学習課 

福祉総合支援課 

思春期の保健対策

の充実 
講演会、学習会、特別授業 

□妊産婦 □乳児 

□幼児  ■小学生 

■中学生 □保護者等 

教育総務課 
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３ 資料 

子ども・子育て会議委員等名簿           （当初計画：３９項） 

№ 氏  名 所属機関・団体等 備考 

1 田邉 康仁 学識経験者（塩山）   

2 三森 美恵子 学識経験者（勝沼）   

3 三枝 照子 学識経験者（大和）   

4 金子 久恵 保育所連合会会長 副会長 

5 廣瀬 由和 保育所保護者連合会会長   

6 小林 一穂 民生委員児童委員連絡協議会   

7 雨宮 秀樹 甲州市医師会   

8 吉田 直紀 認定こども園 塩山カトリック幼稚園   

9 岡村 久美子 男女共同参画推進委員会   

10 廣瀬 美香 子育て支援関係者   

11 相澤 裕美 子育て支援関係者   

12 宿澤 齊 社会教育委員   

13 三森 公仁 小中学校校長会会長 会長 

14 荻原 久 小中学校 PTA 連絡協議会会長   

 

子ども・子育て支援事業計画所管一覧 

№ 所管課 取り組み事業 

1 市民課 各種数値の提供 

2 健康増進課 利用者支援事業等 

3 福祉総合支援課 児童虐待防止ネットワークによる連携等 

4  教育総務課 発達障害早期総合支援事業 

5 建設課 公園の整備事業等 

6 生涯学習課 さわやか講演会 

7 事務局  子育て・福祉推進課 

 

※赤字は令和４年度変更者 


